
第 3 2 条の４  少量危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ン ク （ 地盤面下に埋没さ れている タ ン ク （ 以

下「 地下タ ン ク 」 と いう 。） 及び移動タ ン ク を 除く 。 以下こ の条において同じ 。） に危険物を 収納

する 場合は、 当該タ ン ク の容量を 超えてはなら ない。（ ほ）  

２  少量危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ン ク の位置、 構造及び設備の技術上の基準は、 次のと お

り と する 。（ す）（ ほ）  

⑴ その容量に応じ 、 次の表に掲げる 厚さ の鋼板又はこ れと 同等以上の機械的性質を 有する 材料

で気密に造る と と も に、 圧力タ ン ク を 除く タ ン ク にあ つては水張試験において、 圧力タ ン ク に

あつては最大常用圧力の 1 .5 倍の圧力で 1 0 分間行う 水圧試験において、 それぞれ漏れ、 又は

変形し ないも のである こ と 。 ただし 、 固体の危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ン ク にあつては、

こ の限り でない。  

タ  ン  ク  の 容 量 板  厚 

4 0 リ ッ ト ル以下 1 .0 ミ リ メ ート ル以上 

4 0 リ ッ ト ルを 超え 1 0 0 リ ッ ト ル以下 1 .2 ミ リ メ ート ル以上 

1 0 0 リ ッ ト ルを 超え 2 5 0 リ ッ ト ル以下 1 .6 ミ リ メ ート ル以上 

2 5 0 リ ッ ト ルを 超え 5 0 0 リ ッ ト ル以下 2 .0 ミ リ メ ート ル以上 

5 0 0 リ ッ ト ルを 超え 1 ,0 0 0 リ ッ ト ル以下 2 .3 ミ リ メ ート ル以上 

1 ,0 0 0 リ ッ ト ルを 超え 2 ,0 0 0 リ ッ ト ル以下 2 .6 ミ リ メ ート ル以上 

2 ,0 0 0 リ ッ ト ルを 超える も の 3 .2 ミ リ メ ート ル以上 

 ⑵ 地震等によ り 容易に転倒又は落下し ないよ う に設ける こ と 。  

 ⑶ 外面には、 さ び止めのための措置を 講ずる こ と 。 ただし 、 アルミ ニウ ム 合金、 ス テン レ ス 鋼

その他さ びにく い材質で造ら れたタ ン ク にあつては、 こ の限り でない。  

⑷ 圧力タ ン ク にあつては第 3 2 条の２ 第２ 項第５ 号に規定する 安全装置を 、 圧力タ ン ク 以外の

タ ン ク にあつては有効な通気管又は通気口を 設ける こ と 。（ ほ）  

 ⑸ 引火点が 4 0 度未満の危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 圧力タ ン ク 以外のタ ン ク にあつては、

通気管又は通気口に引火を 防止する ための措置を 講ずる こ と 。  

 ⑹ 見やすい位置に危険物の量を 自動的に表示する 装置( ガラ ス 管等を 用いる も のを 除く 。 )を 設

ける こ と 。  

 ⑺ 注入口は、 火災予防上支障のない場所に設ける と と も に、 当該注入口には弁又はふたを 設け

る こ と 。  

 ⑻ タ ン ク の配管には、 タ ン ク 直近の容易に操作でき る 位置に開閉弁を 設ける こ と 。  

 ⑼ タ ン ク の配管は、 地震等によ り 当該配管と タ ン ク と の結合部分に損傷を 与えないよ う に設置

する こ と 。  

 ⑽ 液体の危険物のタ ン ク の周囲には、 当該タ ン ク の容量以上の危険物を 収容する こ と ができ る

鉄筋コ ン ク リ ート 造り の防油堤を 設け、 又はその流出防止にこ れと 同等以上の効果があ る と 認

めら れる 措置を 講ずる こ と 。  

 ⑾ 屋外に設置する も ので、 タ ン ク の底板を 地盤面に接し て設ける も のにあつては、 危険物規則

第 2 1 条の２ の規定の例によ り 底板の外面の腐食を 防止する ための措置を 講ずる こ と 。（ ほ）  

 



【 解説】  

本条第１ 項は、 少量危険物を タ ン ク （ 地下タ ン ク 及び移動タ ン ク を 除く 。） に収納する 場合、 タ ン

ク には、 液体危険物の体膨張、 地震等によ る 動揺によ る 漏えい等を 考慮し て空間容積( タ ン ク 実容積

の 1 0 パーセン ト ) を と る 必要がある ため、 タ ン ク の容量（ タ ン ク の実容積の 9 0 パーセン ト ～第３

条第１ 項第 1 7 号エ参照） を 超えて危険物を 収納し てはなら ないこ と を 規定し たも のである 。  

ただし 、 危険物施設用に製造さ れたタ ン ク など ５ ～1 0 パーセン ト の空間容積でタ ン ク 検査を 受け

たタ ン ク を 少量危険物用タ ン ク と し て使用する 場合、 以下のと おり 取り 扱う こ と と する 。  

 

１  タ ン ク 検査について 

 ⑴ タ ン ク の板厚が 3 .2 ミ リ メ ート ル以上の場合 

   危政令の基準と 同様に空間容積５ ～1 0 パーセン ト で算定する 。  

⑵ タ ン ク の板厚が 3 .2 ミ リ メ ート ル未満の場合 

   空間容積 1 0 パーセン ト で算定する 。  

 

２  届出の取扱いについて 

⑴ 危政令に基づく タ ン ク 検査済証を 交付さ れている タ ン ク については、空間容積５ ～1 0 パーセ

ン ト を 届出数量と する 。  

⑵ 条例に基づく タ ン ク 検査済証を 交付さ れている タ ン ク については、 次によ る こ と 。  

ア タ ン ク の板厚が 3 .2 ミ リ メ ート ル以上の場合 

空間容積５ ～1 0 パーセン ト を 届出数量と する 。  

   イ  タ ン ク の板厚が 3 .2 ミ リ メ ート ル未満の場合 

空間容積 1 0 パーセン ト を 届出数量と する 。  

第２ 項は、 少量危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ン ク （ 地下タ ン ク 及び移動タ ン ク を 除く 。） の位

置、 構造及び設備の技術上の基準について規定し ている 。  

 

３  第２ 項第１ 号 

  指定数量以上の危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 製造所等における タ ン ク は、 厚さ 3 .2 ミ リ メ ー

ト ル以上の鋼板（ 一般構造用圧延鋼材～S S 4 0 0 ） 又はこ れと 同等以上の機械的性質を 有する も の

で気密に造る こ と と さ れている が、 少量危険物のタ ン ク については、 鋼板で造る 場合、 タ ン ク 容量

に応じ て定めら れた板厚以上と し 、鋼板以外の材料で造る 場合は、こ の最小板厚と 同等以上の機械

的性質を 有する 金属材料（ ス テン レ ス 鋼又はアルミ ニウ ム 等） で気密に造ら なければなら ない。  

「 同等以上の・ ・ ・ 材料」 の板厚は、 次式によ り 算出さ れた数値以上でなければなら ない。  

 

              ｔ ： 使用する 金属板の厚さ （ ミ リ メ ート ル）  

   ｔ ＝          σ： 使用する 金属板の引張り 強さ（ ニュ ート ン 毎平方ミ リ メ ート ル） 

               ｔ o： S S 4 0 0 を 使用する 場合の板厚（ ミ リ メ ート ル）  

 

  圧力タ ン ク と は、本条においては、最大常用圧力が正圧又は負圧で５ キロ パス カルを 超える も の

4 0 0  

σ 
×ｔ o 



を いう 。  

  本条のタ ン ク は、製造所等の完成検査前検査と 異なり ､設置者等の自主検査で支障ないが、第 5 9

条第１ 項では、 消防長は設置者の申出によ り こ れら の検査を 行う こ と ができ る と 規定し ている 。  

 

４  第２ 項第３ 号 

  「 さ び止めのための措置」 と は、 さ び止め塗料を 用いた塗装やコ ーティ ン グ等の方法がある 。  

 

５  第２ 項第４ 号 

  「 安全装置」 については、 第 3 2 条の２ 第２ 項第５ 号の解説を 参照する こ と 。  

  「 通気管」 や「 通気口」 は、 雨水の進入を 防止する ため先端を 水平よ り 下に 4 5 度以上曲げる 等

の措置が必要である 。  

  「 通気管」 の技術上の基準は、 次のと おり と する 。  

 ⑴ 先端は、 屋外であっ て地上２ メ ート ル以上の高さ と し 、 かつ、 建築物の窓、 出入口等の開口部

から １ メ ート ル以上離すこ と 。  

 ⑵ 可燃性蒸気の滞留する おそれがある 屈曲を さ せないこ と 。  

 ⑶ 配管と 同等の材料で造る こ と 。  

 

６  第２ 項第５ 号 

  「 引火を 防止する ための措置」 と し ては、 4 0 メ ッ シュ （ １ イ ン チあたり 4 0 本） よ り も 細かい

目の銅又はス テン レ ス の網を 設ける か、 3 0 メ ッ シュ の網を ３ 層以上と なる よ う に設ける 等の方法

がある 。  

  なお、 引火防止装置の設置部は、 維持管理上取り 外し が容易にでき る 構造と する こ と 。  

 

７  第２ 項第６ 号 

  「 危険物の量を 自動的に表示する 装置」 と し ては、 フ ロ ート 式液面計、 エアーパージ式液面計、

電気式計量装置等があ る 。  

  ガラ ス 管等を 用いる も の（ 連通管式等） は原則と し て使用する こ と ができ ないが、 硬質ガラ ス 管

を 使用し 、 こ れを 金属管で保護し 、 かつ、 ガラ ス 管が破損し た場合に自動的に危険物の流出を 停止

でき る 装置（ ボール入自動停止弁等） を 設けた場合は、 計量装置と し て使用する こ と ができ る 。  

 

８  第２ 項第７ 号 

  注入口の設置場所は、 危険物の性質及び周囲の状況（ 火気使用設備の有無､可燃性蒸気の滞留危

険性） 等を 勘案し 、 火災予防上安全な場所でなければなら ない。 ま た、 注入口には可燃性蒸気の漏

えい、 異物の混入等を 防止する ため、 弁又はふたを 設けなければなら ない。  

  注入口の設置に関する 技術上の基準は次によ る こ と 。  

 ⑴ 注入口は原則と し て屋外と し 、やむを 得ず屋内に設ける 場合は、火気使用場所と 防火上有効に

遮へいさ れた位置と する こ と 。  

 ⑵ 注入口は、 建築物、 工作物等の施設から ３ メ ート ル以上離すこ と 。  



 ⑶ 注入口から ３ メ ート ル以内にある 建築物、工作物等は、注入口に面する 側を 不燃材料で覆う こ

と 。  

 ⑷ タ ン ク ロ ーリ ーで注入する 場合は、設置者の敷地内に駐車し て注油でき る よ う な位置に注入口

を 設ける こ と 。（ 敷地全面を 使用する 建築物は、 こ の限り でない。）  

 

９  第２ 項第８ 号 

  本号は危険物の漏えい等の事故が発生し た場合、配管によ る 危険物の移送を 停止する ための開閉

弁を 設ける 旨の規定である 。  

 

1 0  第２ 項第９ 号 

  「 配管と タ ン ク と の結合部に損傷を 与えない措置」 と し ては、 可と う 管継手を 使用し 緩衝性を も

たせる 方法又は配管自体を 屈曲（ ループ） さ せる 方法等がある 。（ 図 3 2 の４ －１ 、 図 3 2 の４ －

２ 参照）  

 

図 3 2 の４ －１  配管を 屈曲さ せる 例 

 

 

図 3 2 の４ －２  フ レ キシブルメ タ ルホース の例 
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【 フ レ キ シブルメ タ ルホース の例】  

ベロ ーズ  
バン ド  

端管 

ブレ ード  

（ 編み込み） 
フ ラ ン ジ 



1 1  第２ 項第 1 0 号 

   本号では液体の危険物の流出防止を 規定し ており 、 屋外にタ ン ク を 設置する 場合は防油堤を 設け、

ま た、 屋内にタ ン ク を 設置する 場合は防油堤又はこ れと 同等以上の効果のあ る 措置を 必要と する 。 

  「 同等以上の効果がある と 認めら れる 措置」 と し ては、 タ ン ク 室の敷居を 高く し 、 又はタ ン ク の

周囲に囲いを 設ける 等の方法がある 。  

  防油堤を 設ける 場合については、 次のこ と に留意する こ と 。  

 ⑴ 防油堤等の容量は、 タ ン ク （ 複数のタ ン ク がある 場合は、 最大容量のタ ン ク ） の容量の全量を

収容でき る も のである こ と 。  

 ⑵ 防油堤の内側地盤面は、危険物の浸透を 防ぐ ためコ ン ク リ ート 等の不燃材料で被覆さ れている

こ と 。  

 ⑶ 防油堤等に水抜き 口を 設ける 場合は、 弁を 設ける こ と 。  

 ⑷ 第 3 2 条の３ 第２ 項第１ 号の塀又は壁で危険物の流出を 有効に防止でき る も のは、当該塀又は

壁を も っ て防油堤に代える こ と ができ る こ と 。  

 

1 2  第 1 1 号 

  「 腐食を 防止する ための措置」 と し ては、 アス フ ァ ルト サン ド の敷設や底板外面へのコ ールタ ー

ルエナメ ル塗装等の方法がある が、 単なる さ び止め塗装はこ れに該当し ない。  

 


